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即応予備自衛官雇用企業給付金の支給に関する業務処理要領について（通達） 

 

 

標記について、平成１２年４月１日から別紙のとおり実施されたい。 

なお、陸幕人計第９１号（１０.３.２５）は、平成１２年３月３１日限り廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙 

防人２第６２４１号（９.１２.１０） 



別紙 

 

即応予備自衛官雇用企業給付金の支給に関する業務処理要領 

 

１ 目 的 

この要領は、防人２第６２４１号（９．１２．１０）「即応予備自衛官雇用企業給

付金支給要綱について（通達）」（以下「要綱」という。）第１５条の規定に基づ

き、即応予備自衛官雇用企業給付金（以下「給付金」という。）の支給業務の実施に

ついて必要な事項を定める。 

２ 給付金の支給要件 

要綱第４第２号の不利益な取扱いをしないこととは、即応予備自衛官が雇用企業に

おける勤務を要する日に訓練招集及び災害等招集に応じるため勤務しないことを理由

として、次の各号に掲げるいずれにおいても不利益な取扱いをしないものとする。 

(１) 人事考課上 

(２) 年次有給休暇の算定上 

３ 支給申請書の提出を受けた場合の処置 

  支給申請書の提出を受けた場合における処置は、次の各号に定めるとおりとする。 

(１) 担当地方協力本部長は、雇用企業から要綱第７の規定に基づき、即応予備自衛

官雇用企業給付金支給申請書（以下「支給申請書」という。）の提出を受けた場合

において、当該支給申請書に所要事項が記載されていないとき又は審査に当たり必

要な書類が添付されていないときには、これを受理しないものとする。 

(２) 担当地方協力本部長は、支給申請書を受理したときは、当該申請書の右上部に

受理年月日を記載するとともに担当者印を押印し、１部を対象即応予備自衛官に係

る指定部隊の長に送付するものとする。 

(３) 指定部隊の長は、担当地方協力本部長から送付を受けた支給申請書が、１人の即

応予備自衛官について２以上ある場合には、速やかに関係する担当地方協力本部長

に通知するものとする。 

４ 給付金の支払い 

  給付金の支払いは、要綱第９の規定のほか次の各号に定めるところによる。 

(１) 給付金は、官署支出官又は給付金の支給機関の長に係る資金前渡官吏が、防衛

省人事・給与情報システム（以下「人給システム」という。）上の即応予備自衛官雇

用企業給付金支給調書に基づき支払うものとする。 

(２) 給付金の支給機関の長は、即応予備自衛官雇用企業給付金支給調書を作成し、

支払月の７日までに資金前渡官吏に送付するものとする。 

(３) 資金前渡官吏は、給付金を支払った場合には、その旨を雇用企業に通知するも

のとする。 

５ 各種通知書を送付する場合、又は各種届出書を受理した場合の処置 

  各種通知書を送付した場合又は各種届出書を受理した場合の処置は、次の各号に定

めるところによる。 

(１) 担当地方協力本部長は、要綱第８の規定により即応予備自衛官雇用企業給付金支

給認定通知書（以下「支給認定通知書」という。）、要綱第１１の規定により即応

予備自衛官雇用給付金支給認定取消通知書（以下「支給認定取消通知書」という。）

及び即応予備自衛官雇用企業給付金返納通知書（以下「返納通知書」という。）を



雇用企業に送付するとき、又は要綱第１０の規定により即応予備自衛官雇用関係終

了届出書（以下「終了届出書」という。）及び即応予備自衛官雇用企業給付金変更

届出書（以下「変更届出書」という。）を雇用企業から受理したときは、それぞれ

その写しを対象即応予備自衛官に係る指定部隊の長に送付するものとする。 

(２) 指定部隊の長は、担当地方協力本部長から前号の各写しの送付を受けたとき

は、当該通知書等に係る支給申請書と併せて当該即応予備自衛官の人事記録とと

もに保管するものとし、当該即応予備自衛官が退職したとき又は免職されたとき

は、担当地方協力本部長に返送するものとする。 

６ 支給認定通知書に記載する支給番号の取扱い 

支給認定通知書の支給番号は、付紙第１に示す要領により記載するものとする。 

７ 指定部隊の長の担当地方協力本部長への通知 

指定部隊の長は、即応予備自衛官が当該部隊を指定されたとき、対象即応予備自衛

官が退職したとき若しくは免職されたとき又は当該雇用企業に対する支給の認定の取

消しに係る情報を入手したときは、速やかに担当地方協力本部長に通知するものとす

る。 

８ 雇用関係の終了に係る届出がない場合等の処置 

担当地方協力本部長は、給付金の支給の認定をしている雇用企業から終了届出書又

は変更届出書の提出を受けていない場合において、指定部隊の長からの通知等によ

り、当該雇用企業と即応予備自衛官との雇用関係が終了していると認められるとき又

は当該雇用企業が提出した支給申請書の記載事項について変更すべき事実があると認

められるときには、速やかに当該雇用企業から終了届出書又は変更届出書の提出を受

けるものとする。 

９ 給付金の返納を求めた場合の処置 

    給付金の返納を求めた場合における処置は、次の各号に定めるところによる。 

(１) 担当地方協力本部長は、返納通知書により雇用企業に給付金の返納を求めたと

きは、その写しを資金前渡官吏及び順序を経て陸上幕僚長に送付するとともに、

主任歳入徴収官等（分任歳入徴収官を含み、以下「歳入徴収官等」という。）に

対し、債権の発生を通知するものとする。 

(２) 担当地方協力本部長は、前号に規定する通知を行う場合には、支給認定取消通

知書及び返納通知書の写しを添付するものとする。 

１０ 給付金の支給状況等の記録 

担当地方協力本部長は、人給システム上の即応予備自衛官雇用企業給付金支給台帳

（以下「支給台帳」という。）及び即応予備自衛官雇用企業給付金支給簿（以下

「支給簿」という。）を作成し、給付金の支給及び返納に関する状況を記録するも

のとする。 

１１ 関係書類の保存 

担当地方協力本部長は、雇用企業に提出させた支給申請書、終了届出書及び変更

届出書並びに雇用企業に送付した支給認定通知書、支給認定取消通知書及び返納通

知書の各写し並びに支給簿については、当該即応予備自衛官が離職した年度の翌年

度から起算して５年を経過するまでの間保存し、支給台帳については保存期間を無

期限として保存するものとする。 

１２ 関係書類の移管 

   即応予備自衛官に係る書類の移管については、次の各号に定めるところによる。 



(１) 担当地方協力本部長は、給付金の支給の認定を行っている雇用企業が、変更届

出書により対象即応予備自衛官雇用事業所の変更を届け出た場合において、変更

後の事業所の所在地が他の地方協力本部長の担当区域内にあるときには、対象即

応予備自衛官に係る書類を当該地方協力本部長に遅滞なく移管するものとする。 

(２) 指定部隊の長は、給付金の支給の認定を受けている即応予備自衛官に対し部隊

指定の変更が行われた場合には、当該即応予備自衛官に係る書類を変更先の指定

部隊の長に遅滞なく移管するものとする。 

１３ 報告 

方面総監は、各年度における給付金の支給実績及び支給見積りについて、即応予

備自衛官雇用企業給付金支給実績（見積）書（付紙第２）により、各四半期中月の

末日までに陸上幕僚長に報告するものとする。（人計定第２０４号） 

１４ 行政文書の管理に関する事項 

第１２項の規定によるほか、行政文書の分類、作成、保存、廃棄その他の行政文

書の管理に関する事項については、陸上自衛隊行政文書管理に関する達（陸上自衛

隊達第３２－２４号（令和４年３月３０日））の定めるところによる。 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付紙第１ 



 
 

付紙第２ 



 


